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地方自治 名前

問1 地方公共団体の歳入において、製造業の集積などで税収が多い愛知県のような自治体と、自主財源が不足しがちな青森県のような自治体との間
に生じる財政格差を是正するため、国が一定の基準で配分する資金を何といいますか。 （2023年 北海道公立入試 類似）

1. 地方債 2. 地方交付税 3. 国庫支出金 4. 地方税

問2 二元代表制のもとでの地方自治のしくみにおいて、首長と地方議会が対立した場合に認められている、互いを制約し合う権限の組み合わせとし
て適切なものはどれですか。 （2022年 鳥取県公立入試 類似）

1. 地方議会による首長の解任権（リ
コール）と、首長による議員の指名
権

2. 地方議会による首長への不信任決
議権と、首長による地方議会の解散
権

3. 地方議会による裁判官の罷免権と
、首長による条例の独自制定権

4. 地方議会による予算の単独決定権
と、首長による議会の永久停止権

問3 学校生活における「全校生徒による直接投票」と、一般的な「生徒会役員による代表者会議」を比較したとき、直接投票が持つ民主主義上の特
徴として正しい説明はどれですか。 （2026年 兵庫県公立入試 類似）

1. 決定権を持つ特定の責任者が、生
徒全体の意見を聞いた上で最終的な
判断を下す。

2. 選出された代表者が話し合いを通
じて、全校生徒の利益を代弁して意
思決定を行う。

3. 一人一票の権利を持つすべての構
成員が、直接投票によって直接的に
意思決定を下す。

4. 少数の専門的な知識を持つメンバ
ーだけで議論し、短時間で効率的に
意思決定を行う。

問4 地方公共団体の歳入（収入）のうち、地方公共団体が法律や条例に基づいて地域の住民や企業から独自に徴収する税金であり、自ら調達できる
「自主財源」の柱となるものは何ですか。 （2023年 愛媛県公立入試 類似）

1. 地方税 2. 地方債 3. 地方交付税交付金 4. 国庫支出金

問5 日本の都道府県別の歳入を比較すると、東京都や愛知県などの都市部では地方税収入が多いためこの資金の配分額は少なく、逆に島根県や高知
県などの地方では、地方税収入の少なさを補うために多額の資金が配分されています。このような調整が行われる理由として最も適切なものは
どれですか。 （2018年 富山県公立入試 類似）

1. 地方公共団体間の財政力の格差を
減らし、どの地域でも一定水準の行
政サービスを受けられるようにする
ため

2. 各自治体が自由に税率を決定でき
るようにし、地方公共団体間の税収
獲得競争を促すため

3. 都市部への人口集中を抑制し、地
方から都市部へ強制的に住民を移住
させるための費用に充てるため

4. 義務教育や公共事業など、国が指
定した特定の事業の経費を国が直接
負担するため

問6 有権者数が150万人のある県において、住民が「条例の制定」を求める直接請求を行おうとする場合、法的に必要な署名数と請求相手の組み合わ
せとして正しいものはどれか。 （2025年 青森県公立入試 類似）

1. 3万人以上の署名を集め、県知事
に請求する

2. 3万人以上の署名を集め、県議会
に請求する

3. 50万人以上の署名を集め、選挙管
理委員会に請求する

4. 50万人以上の署名を集め、監査委
員に請求する

問7 地方自治において住民が条例の制定や改廃を求める「直接請求権」を行使する場合、制度上の要件と請求先について説明したものとして正しい
ものはどれか。 （2023年 茨城県公立入試 類似）

1. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、地方議会の議長に対して請求す
る

2. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、地方公共団体の首長に対して請求
する

3. 有権者の3分の1以上の署名を集め
、選挙管理委員会に対して請求する

4. 有権者の50分の1以上の署名を集
め、地方公共団体の首長に対して請
求する

問8 地方自治において、住民が条例の制定や改廃を求める「直接請求」を行う際、有権者の50分の1以上の署名を集めた受任者が、請求書を提出すべ
き相手として正しいものを選びなさい。 （2018年 熊本県公立入試 類似）

1. 地方自治体の予算や決算を検査す
る監査委員

2.
都道府県知事や市町村長などの首長

3. 地方公共団体の意思決定機関であ
る地方議会

4. 選挙の管理や啓発を行う選挙管理
委員会

問9 日本の地方自治において、地方公共団体がその事務に関し、国の法律の範囲内で独自に制定する自主的な法を何というか。地方議会の議決を経
て成立するものの名称を答えなさい。 （2019年 山口県公立入試 類似）

1. 政令 2. 条例 3. 法律 4. 省令

問10 地方公共団体の歳入のうち、義務教育や道路建設、社会福祉などの特定の事業を奨励したり、経済的支援を行ったりすることを目的に、国から
使い道を指定して交付される資金を何といいますか。 （2026年 山口県公立入試 類似）

1. 地方債 2. 国庫支出金 3. 地方交付税交付金 4. 地方譲与税

問11 地方自治における直接請求権のうち、地方公共団体の長（首長）や議員の解職を求める「リコール」が行われる際、署名を集めた後の手続きは
どのように進められますか。 （2024年 香川県公立入試 類似）

1. 監査委員に請求を行い、事務の執
行に不正があると認められた場合に
解職となる

2. 首長に請求を行い、首長が自らの
判断で辞職を決定する

3. 地方議会に請求を行い、出席議員
の3分の2以上の賛成が得られれば解
職となる

4. 選挙管理委員会に請求を行い、住
民投票において過半数の賛成が得ら
れれば解職となる

問12 地方自治では、住民が自らの意思を政治に反映させるための仕組みが整えられています。有権者の50分の1以上の署名を集めることで、地方公共
団体の独自の法規である「きまり」の制定や改廃を首長に求めることができる権利の名称と、その「きまり」の名称の組み合わせとして正しい
ものはどれですか。 （2020年 愛媛県公立入試 類似）

1. 参政権に基づき、法律の制定・改
廃を求める。

2. 知る権利に基づき、憲法の改正を
求める。

3. 請願権に基づき、政令の制定・改
廃を求める。

4. 直接請求権に基づき、条例の制定
・改廃を求める。

問13 国と地方のあり方を見直す「三位一体の改革」では、「国庫支出金（補助金）の削減」「地方交付税交付の見直し」とともに、国税から地方税
へ財源を移す取り組みが行われました。この取り組みを何と呼びますか。 （2016年 兵庫県公立入試 類似）

1. 税源移譲 2. 地方分権一括法 3. 租税法律主義 4. 累進課税


